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第1章 序論
1.1 研究概要
誘電泳動（dielectrophoresis: DEP）法は、これまで微生物の分離、精製及び濃縮といっ
た生体操作技術に用いられてきた。近年では、ナノ材料の輸送配列による極微細構造体の
形成方法としても注目されている。DEPとは、不均一電界下に置かれた微粒子が、分極
に作用するクーロン力の差により電界勾配に沿って泳動する現象である。DEP力は粒子
及び周囲媒質の誘電率及び導電率、粒子径、そして外部電界に依存する。そのため、電圧
振幅や印加周波数の調整、または媒質の選択により、粒子の挙動制御を可能にしている。
最近では、より効果的なDEP作用が得られる誘電泳動デバイスの開発が進められてい
る。最も研究されている事例は、電極間に三次元誘電体構造物を構築した仕様である。本
デバイスは誘電体周辺での電界の歪みを利用して捕集領域を拡大したものであり、誘電体
は一般的に紫外光を用いたフォトリソグラフィで作製されている。しかしながら、当該手
法では高アスペクト比の構造形成が困難である。そこで、筆者らは集束陽子線描画技術
（proton beam writing: PBW）により電極間に誘電体柱（ピラー）または誘電体孔（ピッ
ト）を形成した三次元誘電泳動デバイスを試作してきた。
本研究では、ピラー型デバイスにおける菌捕集特性を精査することでより高性能な濃縮
デバイスの開発を検討した。また、ピット型デバイスでは粒子操作の条件設定及びナノ構
造体の実作製を行った。以上の検証から、本三次元誘電泳動デバイスを細菌操作及びナノ
材料アセンブリに適用可能な新規デバイスとして提案する。
1.2 研究背景
1.2.1 細菌操作における研究背景
近年、病原細菌による食中毒や水質汚染による感染症等の生物学的な衛生問題が顕在化
している。厚生労働省の調べでは、平成 25年に日本全国で発生した細菌由来の食中毒事
件数は 931件、患者数 20,802名、死者 1名である [1]。そのため、現行の品質管理が問題
視されており、管理体制の厳格化がすすめられている。
従来の食品管理の手法は、最終製品の抜取り検査（微生物の培養検査等）が中心であっ
た。しかし、本手法では全ての製品を検査することができず、食中毒の可能性を排除する
ことは困難である。そのため、危害分析及び重要管理点 (hazard analysis-critical control
point inspection system : HACCP)方式が導入された。HACCP方式とは、原料の入荷か
ら製造及び出荷までのすべての工程において、あらかじめ危害を予測し、危害を防止する
ための重要管理点 (CCP)を特定して、CCPを継続的に監視及び記録する検査システムで
ある。そのため、細菌及びウイルスの検査回数が飛躍的に増加する。本方式において、主
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要な細菌検査は公定法である培養法が用いられている。この手法は、安価であるが検査に
長時間を要する。そこで、迅速、簡便かつ安価な検査手法が求められている。
迅速かつ高感度な検出法として、ポリメラーゼ連鎖反応 (polymerase chain reaction :
PCR)法 [2][3]や免疫酵素 (enzyme-linked immunosorbent assay: ELISA)法が採用され
始めている。しかしながら、本手法では生死菌の識別が困難であり、阻害物質によって検
出感度が著しく低下する。また、水質検査においても水環境中に病原微生物は低濃度でし
か存在しないため濃縮により病原菌の回収を行う必要がある [4]。ゆえに、食品管理および
水質検査における本手法の適用には、対象菌の精製濃縮工程が必須である [5]。
1.2.2 ナノ材料アセンブリにおける研究背景
金属や半導体あるいは酸化物などは大きさがナノメータ程度になると、バルクとは異
なった物理的、化学的特性を示すようになることが知られている。例えば、溶融温度・焼
成温度の大幅な低下、蛍光発光、触媒の高効率化及び新規反応などがある。これらは広表
面積を持つことによる原子の移動や拡散、溶解性の増大、量子サイズ効果、あるいは表面
や界面の影響によると考えられている [6]。そのため、色材や化粧品などに利用されてい
る。また、新たな電子材料や光学素子への応用研究が進められている [7]。生成粒子の自在
な配列化を実現することで、特殊形状の微小電極や高機能センサの開発につながることが
期待される。
特有な性質を有するナノ構造体の組立法として、マクロスケールの材料を微細プロセス
によってナノサイズに加工するトップダウンプロセスと、ナノスケールあるいはそれ以下
の材料を組み上げてマクロスケールに形成するボトムアッププロセスがある。トップダウ
ン技術はリソグラフィーなどの従来技術を精緻化することによって微細構造を作り出すの
に対し、ボトムアップ技術は化学的あるいは物理的な相互作用によって構造制御を行うも
のである。前者は、最も大きな付加価値を生み出している技術であり、今後もその重要性
は変わらないと思われる。しかしながら加工精度を 100 nmよりもさらに小さくするには
限界があり、ボトムアッププロセスによるナノ構造体製造技術が今後のキーテクノロジー
になっていくと考えられる。本工程は、機能的で複雑な構造を作り上げるのに適したアプ
ローチであるといえる。ただし、ナノ材料をいかに精密配置できるかが、本工程の進展を
決める重要な点である。
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1.3 現行の微生物検査・計測手法
現在の食品検査では、公定法である培養法が用いられている。しかしながら、各企業及
び機関では公定法に加え、独自の検査基準に則った迅速検査を行っている。例えば、日清
食品グループでは遺伝子情報に基づき、細菌群を検査できる手法で食中毒菌の検出を行っ
ている [8]。本節では公定法である平板培養法並びに、有力な迅速検査手法であるポリメ
ラーゼ連鎖反応法及び酵素免疫測定法の概要を述べる。
1.3.1 培養法
培養法とは、生育に必要な栄養素を含有する寒天培地に、細菌が含まれるサンプル液を
少量塗布もしくは混釈し、増殖させる事で細菌を検出する手法である。一般的に培地上
に塗布された細菌は 35℃の生育可能環境下で約 1日培養される。培養後、寒天培地で培
養された細菌は細菌集団 (コロニー)を形成し、肉眼による確認が可能となる。コロニー
(colony)は 1つ以上の細菌から増菌を繰り返し形成され、単位は (CFU: colony forming
units)で示される。
培養法には主に、固形の寒天培地上に菌液を塗布し、培地表面にて増殖させる平板培養
法と、保温した液体培地に菌液を混同し、培地中にて増菌させる混釈培養法が用いられる。
前者は増菌によって培地上に形成されたコロニーを詳細に観察することができる。一方、
混釈培養法では、コロニーの詳細な観察が難しいが、平板培養法と比較して、細菌と培地
の接触面積が増加するため、低濃度試料中からの菌の検出が可能である。
本手法には、細菌の増殖以外に目的の微生物を選択的に培養する選択培養もある。選択
培養では培地の成分組成を調整することで、他の微生物が生育できないような極端な培養
環境をつくる。増菌培養と選択培養の繰り返し操作により、微生物の同定や定量化が行わ
れる。
本手法では、生菌あるいは標的細菌の有無の確認及び培地へのサンプルの滴下量やサン
プル液の希釈倍率からサンプル液中の菌濃度の算出が可能である。また、標的細菌の存在
を確認できるため、食品検査の公定法として、古くから用いられてきた。しかしながら、
前節でも述べた通り、微生物の分離に 7 - 10日程度を要するため、検出の迅速性に欠ける
[9]。また、選択培養においては、培地調整や滅菌処理等の専門的な知識を必要とする。
図 1.1: 平板培養法 [10]
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1.3.2 ポリメラーゼ連鎖反応法
ポリメラーゼ連鎖反応 (polymerase chain reaction: PCR)法とは、PCRを用いて極微
量のデオキシリボ核酸 (deoxyribonucleic acid: DNA)サンプルから特定のDNA断片を数
時間で大量に増幅する手法である。本手法は Kary Mullis et al.(1986)によって初めて報
告された [11]。PCRを用いれば、遺伝子の単離、構造解析、発現解析などの遺伝子操作を
行うことができる。現在では、研究以外にも臨床遺伝子診断から食品衛生検査、犯罪捜査
に至るまで幅広い分野で応用されている [12]。
図 1.2に示す通り、PCR操作はDNAの熱変性、プライマーの結合及び耐熱性のDNA
ポリメラーゼによるDNAの伸長反応の 3ステップを繰り返して行う。
初めに、二本鎖DNAを一本鎖DNAに解離する。DNAは通常二本鎖で存在するが、温
度が上がると一本鎖となる。一般的に 95 ℃前後で、全ての二本鎖は一本鎖になる。次に、
適当な温度 (55 - 60 ℃)まで冷却し、一本鎖となったDNAにプライマーを特異的に結合
させる (アニーリング)。プライマーとは、目的のDNAの任意の部分に結合し、DNA合成
の起点となる相補的な 20塩基前後の合成DNAで、目的DNA中の増幅したい領域を挟ん
で 2か所合成する。通常の実験条件下では、プライマーが元の相補的なDNA鎖より圧倒
的に多いので、プライマーが優先的に結合する。更に、適温まで急速に冷却すると、元の
相補的なDNA鎖は長いので高次構造を取って絡み、より短いプライマーの方が優先的に
アニーリングする。アニーリングされたプライマーを起点として、耐熱DNAポリメラー
ゼ酵素によってDNA合成が行われ、DNAの 2本鎖が合成される。これをDNAの伸長反
応と言う。なお、伸長反応は鋳型となる一本鎖DNAが立体構造を取って、形成を妨げな
いように約 72 ℃の高温で反応させる。
上記 3ステップを 1サイクル行う事で、元のDNAが 2倍に増幅される。よって、nサ
イクルでは 2n倍となり、DNAは指数関数的に増幅される。増幅されたDNAの電気泳動
速度を計測すると、その違いから、DNAの同定ができる [13][14]。
PCR法は非常に高感度な検査手法であるが、標的微生物の DNAが含有しているとポ
リメラーゼ連鎖反応が生じるため、生死菌の判別は難しい。また、核酸分解酵素 (DNase)
などが含まれると反応が阻害される。加えて、検出時間の短縮や検出精度の向上を目的と
した、増菌工程 (103   106 個/ml程度の菌液作成)が必須である。
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図 1.2: PCRの原理 [15]
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1.3.3 酵素免疫測定法
酵素免疫測定法 (enzyme-linked immunosorbent assay: ELISA)とは、抗原または抗体
を酵素で標識し、その抗原または抗体の存在を酵素活性を利用して検出する方法である。
本手法は、Engvall et al.(1971)によって開発された [16]。実際には、マイクロタイタープ
レートに抗体を固定化し、酵素標識した検出抗体による発色で定量する。ELISAは血液
検査、炎症反応や副作用の評価及び食品の大腸菌の検査などに用いられる [17][13]。
ELISAには直接法、間接法及びサンドウィッチ法の 3種類がある。特にサンドウィッチ
法は高感度に抗原を検出できるため、広く利用されている。サンドウィッチ法の概要を図
1.3に示す。まず、マイクロプレートなどを使用し、初めに各穴に標的とする細菌やタン
パク質に対する抗体を吸着させる。次に標的細菌の含むサンプルを流し込み、抗原抗体反
応を起こす。その後、酵素標識を施した抗体を流し込み、反応させる。最後に酵素反応に
よる発色を検出する事で、細菌の検知や濃度の推定を行う。上記の通り、2つの抗体で抗
原を挟む様からサンドウィッチ法と命名されている。
検出感度は 103   105 個/ml程度であるので、食品や医薬品等から直接病原菌の検出が
困難である。このため培養法との併用が必要となる。
図 1.3: サンドウィッチ法 [13]
6
1.4 微粒子の操作技術および微細構造体の組立技術
1.4.1 微粒子の操作技術
ナノ粒子による素子構築には、生成粒子を精密に操作する技術が必須となる。現在、磁
性記録媒体や発光ダイオード (Light Emitting Diode: LED)などの光学素子を構築する際
には生成した粒子の薄膜化やコーティングが用いられている。ナノ粒子の薄膜化に関する
概要を図 1.4に示す。
化学蒸着 (Chemical Vapor Deposition: CVD)法などにより気相に生成した粒子に対し
ては、主に静電配列法が用いられている。あらかじめ、基板上にデバイスパターンをプリ
ントし、パターンに沿って電荷を蓄積させることで、静電気力により基板に粒子を付着さ
せることができる。静電配列の手順を図 1.5に示す。本手法は、気中で行われるため純度
を高く保ち、半導体などの高純度ナノ粒子配列には必須の技術である。しかしながら、ナ
ノ粒子のブラウン運動によって基板上への帯電沈着が弱くなる。ナノオーダーの微粒子を
帯電させ、微細にしかも緻密に沈着させることが困難である。なお、液相に生成された粒
子にはスピンコートを用いた配列技術などが用いられる。
より自由度の高い粒子操作技術として、近年ではレーザーマニピュレーション（光ピン
セット）も用いられる。レーザーマニピュレーションでは放射圧により粒子に運動量を与
えて移動させる。図 1.6にレーザーマニピュレーション装置の概要を示す。レーザーマニ
ピュレーションでは高精度な粒子操作が可能であるが、装置上でしか行うことができず、
操作環境が限定される。
また、超音波を用いた微粒子操作や、自己組織化による粒子の配列技術に関する研究も
進められている [19]。これらの手法は直接粒子に接触することなく遠隔で粒子操作が行え
るという利点があるが、操作精度が十分とは言えず、更なる改良が必須である。
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図 1.4: ナノ粒子の表面修飾 [20]
図 1.5: 静電配列
図 1.6: レーザーマニピュレーション [21]
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1.4.2 微細構造体の組立技術
ナノ構造体作製法としてナノインプリント技術がある。ナノインプリント技術とは、機
械プレスのようにモールドと呼ばれる型を使い、加工材料に圧力を加えて型取りすること
で、ナノメートルサイズの構造体を一度に多く形成する方法である。本手法には熱ナノイ
ンプリント及び光ナノインプリントの 2つの方式がある。
熱ナノインプリント（図 1.7(a)左図）とは、Si等で作られたモールド（鋳型）をガラス
転移温度以上に加熱された加工材料に押し当て、ナノ構造体を作製する方法である。本手
法はほとんどの樹脂材料に適用可能だが、熱加工の一種であるため、熱膨張や熱収縮によ
り加工前後で歪みが発生するという欠点がある。
光ナノインプリント（図 1.7(a)右図）とは、紫外線を透過する石英をモールドにして紫
外線硬化樹脂に押し当てて紫外線を照射することで、ナノメートルサイズの型を写し取る
方法である。熱を加えないため、加工による樹脂の歪みは少ないが、加工材料としては紫
外線硬化樹脂のみに限られるという欠点がある。
ナノインプリント技術の要となるモールドの作製には、電子ビーム描画装置によるパ
ターニングを用いる。このパターンを元にして、基板材料をエッチングすることでナノサ
イズの凹凸を形成する。エッチングを施した基板そのものを鋳型として用いる場合と、そ
れを基にして電気鋳造により再度型取りしてモールドの複製を行おうことも可能である
（図 1.7(b)左図）。加工材料との離型性を促進させるため、フッ素系薬品等で表面処理を行
う。図 1.7(b)右図にシリコンカーバイドで作製されたモールドを示す。ナノサイズの構造
体が精度良く形成されていることが分かる。
ナノインプリント技術は、現在最も実用化に近いナノ構造体加工法として注目されてい
る。その理由は、大量生産が可能なためである。ナノサイズのパターンを刻んだモールド
がひとつあれば、それをプラスチックなどに写し取ることで、一括加工及び大量生産が可
能で且つ低コストである。
一方、ウエハレベルでの大量生産を可能にしてきたフォトリソグラフィは、使用波長が
短波長側に移行しているため、紫外線領域の使用対し限界が見えてきている。現在利用
可能なナノサイズの描画装置として電子ビーム描画装置がある。図 1.8に電子ビーム描画
装置の構成を示す。本装置により紫外線によるフォトリソグラフィでは得られない数ナノ
メートルのパターン形成も可能だが、一筆書きによるため大量生産には不向きでありコス
トも高い。
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(a) ナノインプリント種類
(b) モールド作成方法
図 1.7: ナノインプリント技術 [22]
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図 1.8: 電子ビーム描画装置構成図 [23]
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1.5 誘電泳動法
微粒子操作技術として、誘電泳動を利用した電気的手法がある。1970年代にH A.Pohl
によって誘電泳動が発見されてから現在まで生化学の分野において、生物細胞の分離や濃
縮に関する様々な研究報告がなされてきた。近年では、ナノ材料の輸送配列による極微細
構造体の形成方法としても注目されている。ここでは、二次元及び三次元誘電泳動デバイ
スを用いた微粒子操作及び組立に関する研究例を紹介する。
1.5.1 二次元デバイスを用いた微粒子操作及び組立の研究例
Jenn and ChenはHela細胞の生死細胞の分離を実証した [24]。デバイスは絶縁体構造物
を電極間に形成する絶縁体誘電泳動 (insulator-based Dielectrophoresis : iDEP)を用いた
(図 1.9(a)参照)。iDEPに関しては次節で詳しく説明する。細胞の生死は Calcein AM及
びPropium iodide(PI)を用いた 2重染色により識別した。実験条件は電界強度 2:83× 104
及び 3:5× 104 V/m、周波数は 100 Hz、1 kHz及び 1 MHzであった。その結果、生細胞
及び死細胞の混濁液中で周波数 1 kHzの時に死細胞のみ選択的に捕集された (図 1.9(b)参
照)。なお、蛍光染色により、生細胞は緑色に、死細胞は赤色に発光していた。
(a) i-DEPデバイスの概略図 (b) 死細胞の選択的捕集 (f = 1 kHz)
図 1.9: DEPを用いた生死Hela細胞の分離 [24]
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Suehiroらは、酸化亜鉛（ZnO）のナノ粒子を誘電泳動でワイヤ化することで、光セン
サとして機能することを確認している [25]。酸化亜鉛はナノサイズになると紫外線によく
反応することが期待されている。
城壁状に配置された電極間において、誘電泳動を用いて酸化亜鉛ナノ粒子を捕集し、ナ
ノワイヤを形成した。ナノワイヤの SEM画像を図 1.10に示す。形成の過程は、誘電泳動
インピーダンス計測法により評価している。形成したワイヤに紫外線を照射すると、ワイ
ヤ両端間のインピーダンスが変化することを確認している。図 1.11に紫外線照射による
ワイヤ間インピーダンスの時間変化を、図 1.12に紫外線強度によるワイヤ間インピーダ
ンスの変移を示す。ナノワイヤにおける紫外線感度は、酸化亜鉛薄膜を用いた紫外線セン
サよりも高くなった。
図 1.10: 酸化亜鉛ナノワイヤの SEM画像 [25]
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図 1.11: 紫外線照射によるワイヤ間インピーダンスの時間変化 [25]
図 1.12: 紫外線強度によるワイヤ間インピーダンスの変化 [25]
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1.5.2 三次元デバイスを用いた微粒子操作及び組立の研究例
従来の誘電泳動の研究は、共面電極を用いたDEPデバイスで行われてきた。二次元デ
バイスでは電界勾配の大きい領域が電極端付近に限定される。そのため、捕集領域の改善
並びに捕集量の増加を目的として、三次元誘電泳動デバイスの開発が注目を浴びている。
三次元誘電泳動デバイスを実現する手法として、対電極を流路の上底面に形成、立体電極
を形成および電極間に絶縁体構造物を形成 (iDEP)する方式などが挙げられる。
iDEPデバイスを用いた研究例を図 1.13に示す。Salmanzadehらはポスト型 iDEPデバ
イスを用いて、初期から末期段階におけるマウスの卵巣癌の細胞 (mouse ovarian surface
epithelial: MOSE)に対する誘電泳動応答を検証した [26]。Cui and Limは各絶縁ポスト
に単一粒子の捕集を行った [27]。Lapizco-Encinasらはポスト型デバイスを用いて、直流
で駆動する細菌の分離デバイスを提唱した [28]。
上記 3つのポスト型 iDEPのデバイス及び本研究で用いたデバイスの仕様を表 1.1に示
す。上記の関連研究では、いずれも露光工程に紫外線 (ultraviolet ray: UV)を用いている。
そのため、関連研究で用いたポストのアスペクト比は 0.05 - 0.67倍と低い。
一方、筆者らの研究では、露光工程に陽子線ビーム (proton beam)を用いており、ポス
トのアスペクト比は最大で約 20倍である。高アスペクト比構造物の形成は、誘電泳動の
作用範囲をより広域にする。故に、流路断面の拡大が可能となり、試料の処理量の向上を
促進する。詳細は次節で述べる。
表 1.1: 関連研究及び本研究におけるデバイスの仕様
文献番号 ポスト材料 露光
ポスト
高さ m 直径 m 間隔 m
[26] SU-8
UV
30 45 70
[27] glass 10 200 250
[28] PDMS 50 100 167
本研究 SU-8 prton beam 3 - 100 3 - 5 24
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(a) 卵巣癌MOSE細胞に対する DEP応答 [26] (b) ポスト iDEPを用いた単一粒子操作 [27]
(c) iDEPを用いたウィルスと蛍光粒子の分離 [28]
図 1.13: iDEPデバイスを用いた研究例
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Cihan Yilmazらは、誘電泳動によりコロイド状金ナノ粒子を微細孔に集め、同時に三
次元固形ナノ構造を作製可能なことを実証した [29]。様々な組立パラメータの影響を調査
することで、1分未満に 25nmのナノ柱、ナノ箱およびナノ輪のような複雑な形状の 3D金
属材料の組立てに成功した。これらのナノ構造体は、多結晶性質があり電気メッキされた
金より低いあるいは等価な電気抵抗率を有し、強いプラズモン共鳴を増強する。さらに、
電気メッキと同等な早さかつミリメートルスケールでできることを実証した。
図 1.14: 誘電泳動による三次元金属ナノ構造体組立 [29]
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1.5.3 当研究室における研究成果
我々は、これまでに、陽子線描画技術 (proton beam writing : PBW)を用いて電極間に高
アスペクト比を有する誘電体柱 [30]を形成した三次元誘電泳動デバイスを試作し [31][32]、
その捕集特性を調査してきた [33][34]。
1.15(a)にピラーの有無による各電圧での捕集量の違いを示す。電圧が増加するにつれ
て、ピラーの有無による捕集量の違いが顕著になる。電圧 100 Vppでは、捕集量はピラー
が無い時と比べて約 18倍となった。これより、ピラーを有する本デバイスでは捕集量が
圧倒的に増加することを証明した。
次に、流量 10、20及び 30 ml/hにおける菌捕集特性を検証した。1.15(b)に各流量にお
ける供給菌液量 10 ml時の捕集蛍光画像を示す。また、左のグラフは各流量における蛍光
強度の変化を表している。ここでは、蛍光強度により垂直方向への捕集量を評価している。
結果として、蛍光強度は流量 10ml/hと比べ、30ml/hでは約 50倍となった。すなわち、
流量の増加に伴って垂直方向の菌捕集量も増加することを示唆している。しかしながら、
蛍光画像より流量の増加に伴って菌の捕集面積が狭くなっている事がわかる。そのため、
流量の増加に伴い垂直方向への菌捕集量は増加するが、全体の菌捕集量として、どの流量
が適切であるか推定する事は難しい。また、多くの場合で、先頭ピラー付近に菌壁が形成
されピラー群内への菌の供給を阻害していることが判明した。
したがって、菌壁が形成される原因を追究し、高効率化に向けて最適な条件を見つける
ことが課題となる。
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(a) ピラーの有無による捕集面積割合
(b) 各流量に対する捕集状況の変化
図 1.15: ピラー型誘電泳動デバイスによる菌捕集特性
19
1.6 研究目的
近年、高精度な微生物検出法であるポリメラーゼ連鎖反応法が普及しつつある。本手法
では、阻害物質の影響を低減するために、対象物の精製濃縮が必要となる。最近、迅速か
つ簡便な微粒子操作法として、誘電泳動を用いた電気的手法が注目されている。また、科
学分野では、機能性ナノ粒子の形成技術が広く研究されているが、効果的な配列とデバイ
ス化が大きな課題となっている。
筆者らは集束陽子線描画技術（proton beam writing: PBW）により電極間に誘電体柱
（ピラー）または誘電体孔（ピット）を形成した三次元誘電泳動デバイスを試作してきた。
ピラー型では、立体的な捕集領域の拡大により、高濃縮及び架橋を可能とした。一方、ピッ
ト型では、形状操作及び複合型構造体の作製が容易となり、ナノ材料の集束捕集及び立体
形成も実現した。しかしながら、ピラー型デバイスでは、前節で述べたように先頭ピラー
周辺で菌壁が形成され懸濁液の供給を妨げる問題が存在する。また、ピット型デバイスに
おいては、ピット外での捕集あるいは捕集粒子が接合されないといった問題があった。
したがって、本研究はこれらの課題の解決を目的としてきた。ピラー型デバイスにおい
ては、数値解析を用いて菌壁が形成される原因を究明し、また実験的に懸濁液の流量及び
ピラー高さにおける菌捕集状況の違いを定量的に比較検討した。また、ピット型デバイス
では印加周波数及び電圧振幅などの電圧パラメータを精査し、誘電泳動を用いたナノ粒子
操作の条件設定及びナノ構造体の実作製を検討した。
以上の検証から、本三次元誘電泳動デバイスを細菌操作及びナノ材料アセンブリに適用
可能な新規デバイスとして提案する。
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第2章 理論
2.1 誘電泳動
均一電界中において双極子モーメントの誘起は、両側の粒子表面における電界が等しい
ため、力は正反対に同じ大きさで働き打ち消しあう。しかしながら、不均一電界中では両
側の粒子表面における電界が異なるため、その差分だけ粒子に力が働く。本現象を誘電泳
動という。交流電界中における誘電泳動力 FDEPは式 (2.1)で表せる。
FDEP = 2R
3mRe [K
 (!)]rjEj2 (2.1)
ただし、mは溶液の誘電率、! は印加角周波数、Rは粒子半径、Eは印加電界の実効値
であり、K (!) は式 (2.2)で表される Clausius-Mossotti関数 (以下 CM関数)である。
K (!) =
 
p   m
p + 2m
!
(2.2)
式 (2.2)において、
p = p   j
p
!
　　　　　　m = m   j
m
!
(2.3)
なお、は複素誘電率、は誘電率、 は導電率であり、添え字m及び pは溶液及び微
粒子を表す。Clausius-Mossotti関数実部 Re [K (!)]の符号（正負）によって誘電泳動力
の向きが決定される。粒子が電界中に置かれたとき、 Re [K (!)]の符号が正ならば溶液
と粒子の界面において、微粒子側により多くの電荷が分極し、電界と同じ向きの双極子が
誘起される。一方、 Re [K (!)]の符号が負ならば溶液側により多くの電荷が分極し、電
界と逆向きの双極子が誘起される。分極と電界が同じ向きのとき、電界の強い方へと力が
働く正の誘電泳動が、分極と電界が逆向きのとき、電界の弱い方へと力が働く負の誘電泳
動が生じる（図 2.1）[35]。
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(a) 電界の分布
(b) 正の誘電泳動 (c) 負の誘電泳動
図 2.1: 誘電泳動原理
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2.2 抗力
誘電泳動実験は、一般的に液中で行われるため溶液中を泳動する粒子は抗力の影響を受
ける。ここでは、球体モデルの粒子に働く抗力の式を導出する。
液体中を落下する物体の運動が等速運動に近づいていくのは、液体と物体との間に発生
する抵抗力が原因である。この抗力を生み出す液体の性質を粘性という。また、液体及び
気体を流体と総称するが、すべての流体は必ず粘性を有している。流体中にある物体と流
体との間に相対速度がある時、その物体には流体から力が作用する。この力のうち、相対
速度と平行な成分を抗力（粘性抗力）という（図 2.2参照）。
図 2.2: 流体から物体に作用する力
ここでマイクロスケールの微細な流れ中で球体の受ける抗力を考える。マイクロスケー
ルの微細流れでレイノルズ数は球座標 (r; ; )を用いると、連続の式と運動方程式は以下
となる。また流れは軸対象であるから v=0となる。
1
r2
@
 
r2vr

@r
+
1
r sin 
@ (v)
@
= 0 (2.4)
@p
@r
= 

r2vr   2
r2vr
  @v
@
  2
r2v
cot 

(2.5)
1
r
@p
@
= 

r2v   2
r2
@vr
@
  v
r2 sin2 

(2.6)
ここで pは圧力である。また境界条件は r = R : vr = v = 0, r ! 1 : vr = v cos ,
v =  v sin , p = p1となる。Rは球体粒子の半径で、vは球から遠く離れた位置の流速
の大きさである。上記境界条件を考慮すると、vr及び vは以下の式となる。
vr = v
 
1  3R
2r
+
R3
2r3
!
cos  (2.7)
v =  v
 
1  3R
4r
+
R3
4r3
!
cos  (2.8)
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圧力 pは、式 (2.7)及び (2.8)を式 (2.6)に代入し、rについて積分すると
p = p1   3Rv cos 
2r2
(2.9)
と求まる。r = Rの球表面に働く粘性応力は rr, r及び rの 3つだが、方向の流れは
ないので、rrとrのみ考えればよい。
rr = rr = 2
@vr
@r
= 2v cos 
 
3R
2r3
  3R
3
2r4
!
(2.10)
r = r = 

r
@
@r

v
r

+
1
r
@vr
@

=  3vR
3
2r4
sin  (2.11)
ここで は粘度、はひずみ速度である。圧力と粘性応力の流れ方向に働く成分は図 2.3
より
f p cos  + rr cos    r sin g (2.12)
となる。圧力と粘性応力に式 (2.9), (2.10)及び (2.11)を代入し、球の表面にわたって積分
すると球に働く抗力 FDは
FD =
Z 2
0
Z 
0
f p cos  + rr cos    r sin gr=RR2 sin dd
= 6Rv (2.13)
で与えられる [36]。
図 2.3: 球に働く圧力と粘性応力
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2.3 誘電泳動速度
一般的に、高周波を用いたDEP実験の場合、溶液中を泳動する粒子 (1 m程度)に作
用する力はDEP力と粘性抗力が支配的となる。そのため運動方程式は次式で表せる。
m
dv(t)
dt
= FDEP   FD (2.14)
ここで、mは粒子の質量、FDEP は誘電泳動力、FD は粘性抗力である。上式において、
DEP力と粘性抗力が釣り合う時、加速度は零となり、速度は定常状態となる。速度の緩
和時間が十分に短い時、式 (2.14)の左辺は零となる。
0 = FDEP   FD
FDEP = FD (2.15)
ここで２章で得られた式 (2.1)及び (2.13)を代入すると
2R3mRe [K
 (!)]rjEj2 = 6Rv
v =
2r3mRe [K
 (!)]rjEj2
6R
=
r2mRe [K
 (!)]rjEj2
3
(2.16)
式 (2.16)の vを誘電泳動速度 vDEPと定義する。
この式を用いて、実験条件に対応した電界値から誘電泳動速度を算出する。数値解析か
ら得られた流速との大小関係を調査することで、ピラー周辺の流速が捕集状況にどの程度
影響しているかを検証する。
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2.4 電気二重層の形成
誘電体でない金属ナノ粒子にも誘電泳動力は働く。ナノ粒子が液中に分散している時、
粒子表面に電気二重層を形成し表面導電率が変化する。そこに、外部電界を印加すると電
気二重層は分極し多層誘電微粒子と見なせる。したがって金属ナノ粒子でも誘電微粒子と
同様に誘電泳動力が働く。以下に式を用いて詳しく説明する。
水中の固体表面は、水中に存在しているイオンの吸着、あるいは解離反応によって電荷
を帯びる。更に、液中の対イオンが表面電荷に引き寄せられ、固体表面近傍に電荷の層を
形成する。こうして形成された電荷の層を拡散電気二重層と呼ぶ。液中に粒子が存在する
場合、電気二重層は粒子を取り囲み、球殻状を成す [37][38]。
図 2.4に粒子表面に形成された電気二重層の模式図を示す。電気二重層は、固体表面に
吸着固定する Stern層（固定層）と、Stern層の周りに拡散しているDiuse層（拡散層）
から成る。Diuse層でのイオンの分布は、熱運動のために攪乱されている。そのため、表
面近傍では反対荷電の濃度が高く、遠ざかるのにつれて低下してゆく。粒子の表面電荷と
同極性のイオンは、逆の分布を示している。粒子から十分に離れた領域では、電気的中性
が保たれる [39][40]。
粒子が移動する場合、Stern層及び Deuse層の一部も付随していく。移動が生じる面
をすべり面と呼ぶ。粒子遠方の電気的中性領域の電位を零と仮定した時、すべり面におい
て定義される電位をゼータ電位と呼ぶ。Deuse層内におけるイオン濃度 nは式 (2.17)で
表わされ、電位は式 (2.18)で表わされる。
n = noexp
  ze
kT
!
(2.17)
 = oexp ( x) (2.18)
式 (2.17)において noは溶液中のイオン濃度、zはイオンの価数、eは電気素量、kはボ
ルツマン定数、T は溶液の絶対温度、はその地点での電位である。また、式（2.17）にお
いて、oは粒子表面の電位、xは粒子表面からの距離、はデバイ長と呼ばれ、式 (2.19)
で表わされる。
 =
vuut2nz2e2
kT
(2.19)
ここで、1/は電気二重層の厚さと定義される。1/は通常ナノメートル程度であり、
マイクロ粒子では、その効果は微小である。一方、ナノ粒子においては、その影響が無視
できない。粒子表面の電気二重層内における電位の変位を図 2.5に示す。
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図 2.4: 電気二重層の模式図
図 2.5: 電気二重層内の電位
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外部電界が印加されると、図 2.6に示すように拡散電気二重層にも分極が発生する。粒
子サイズが小さくなると二重層の影響は大きく、誘電泳動においてこの分極が支配的にな
る。したがって、電気二重層を含めた粒子系の等価的な誘電率及び導電率を考慮する必要
がある。
粒子が誘電体の場合、粒子系の等価導電率は以下の式で表わされる。
p = bulk +
2KStern
r
+
2KDi
r
(2.20)
KStern及びKDiはそれぞれStern層及びDiuse層の電気導電度であり下式で表わされる。
KStern = SternStern (2.21)
KDi =
4F 2cz2D(1 + 3m=z2)
RT
 
cosh
"
zq
2kT
#
  1
!
(2.22)
ここで、
 =
vuut2czf 2
mRT
(2.23)
m =
 
RT
F
!2 2m
3D
(2.24)
である。なお、cは電解質濃度、Dはイオン拡散係数、 はゼータ電位、は溶液の粘性
率、F はファラデー定数、Rはモル気体定数、Sternは Stern層の表面電荷、はイオン
移動度を表わす。
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(a) 外部電界がない時 (b) 外部電界がある時
図 2.6: 電気二重層の分極
29
第3章 実験装置及び実験方法
本章では、本研究で用いた実験装置、大腸菌または金属ナノ粒子の捕集実験手順及び計
測手法について説明する。
3.1 実験装置
3.1.1 計測装置
本研究で用いた実験装置を図 3.1に示す。本装置は誘電泳動デバイス、電気回路系、懸
濁液送液系及び光学計測系で構成されている。
ピラー型誘電泳動デバイスは誘電泳動電極セル、マイクロ流路及びアクリル製のセル
ホルダから成る。ピット型誘電泳動デバイスは電極セル及びシリコン板から成る。詳細
は後節に示す。誘電泳動デバイスへの送液はテフロンチューブとペリスタルティックポン
プ (PSM050DA, ADVANTEC)を用いた。ただし、ピット型では懸濁液をシリコンカバー
内に充填させるため、送液系を必要としない。電源としてファンクションジェネレータ
(AFG3022, Tektronix)を用い、増幅器 (F10A, FLC electronics)を介して誘電泳動デバイ
スと接続した。印加電圧はオシロスコープ (TDS2024B, Tektronix)を用いて計測した。捕
集状況の確認用に顕微鏡 (LV1000, Nikon)及び CCDカメラ (DXM1200C, Nikon)を設置
した。
(a) 外観 (b) 実験装置概略
図 3.1: 実験装置及び外観
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3.1.2 誘電泳動デバイス
本研究で用いた誘電泳動デバイスを図 3.2に示す。本デバイスは誘電泳動電極セル、流
路カバー及び電極セルホルダーから構成される。電極セルは 60 mm(L)× 20 mm(W)×
1.0 mm(T)のソーダ石炭ガラス板から成る。また、電極形状は 9.9 mm(L)× 3.0 mm(W)
の長方形で、ギャップ間隔は 200 mである（図 3.3）参照。
流路カバーは 60 mm(L)× 10 mm(W)× 1.0 mm(T)で軟性ポリジメチルシロキサン
(polydimethylsiloxane: PDMS)製である。PDMSには 58 mm(L)× 3.0 mm(W)× 0.5
mm(T)の流路を形成した。PDMSはシリコーンゴムの一種であり、自己吸着性があるた
め、基盤に貼り付けるだけで簡単に流路を形成できる。又、無色透明なので顕微検出が容
易である。
セルホルダはアクリル製で、電源供給用ケーブル内蔵型 (CHS01N, Filtechno Japan)を
用いた。機密性を向上させるため、流路カバー及び電極基板をセルホルダで上下から挟み、
4箇所に設置されたネジで固定した。電源供給は Cu板バネを使用して、電極部に接触さ
せた。なお、Cu板と電極部の接触部は接触面積を増加させるために、長方形の面を有し
ている。また電極板における印加電圧値のモニタリングのために、Cu板を長さ 8mmのネ
ジでセルホルダに固定し、ホルダ外に突出させた。
図 3.2: 誘電泳動デバイス
図 3.3: 電極セル
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3.1.3 三次元捕集構造体
本研究では、三次元誘電泳動デバイスの作製のために、微細誘電体柱（ピラー）及び誘
電体孔（ピット）を形成した。ピラーはネガ型レジスト SU-8で作られ、電極間 200 m
に縦 7×横 8本の計 56本を配置した。寸法については次節で述べる。ピットはポリメタ
クリル酸メチル樹脂 (Polymethyl methacrylate: PMMA)で作られ、底面電極に 20× 20
本の計 400本作製した。
ピラーおよびピットは集束陽子線描画技術 (protn beam writing : PBW)により形成さ
れた。集束陽子線とはMeVオーダーのエネルギーを持つ水素原子核の陽子（H+）を電磁
界レンズによりミクロン径を集束させたイオンビームである。このビームをレジストに照
射した際、電子ビームと比較して、直線的にレジスト内に侵入して行く事が確認されてい
る (図 3.4)。またイオンの進入深さを加速エネルギーによって制御することができる。こ
れらの特徴により、高アスペクト比構造物を形成することができる。図 3.5に電極間に形
成されたピラー及びピットの SEM像を示す。なお、画像内のピラーは、高さ 30 m、直
径 2.9 m及びピッチ間隔 24 m、ピットは直径 4 m、深さ 10 m及びピッチ間隔 5 m
である。
図 3.4: PMMA中におけるプロトンビームと電子ビームの飛跡
(a) ピラーの SEM像 (b) ピットの SEM像
図 3.5: 微細構造物の SEM像
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3.1.4 誘電泳動デバイスの作製手順
本研究で用いた 3次元誘電泳動デバイスの作成は、共面電極の作成及び電極間でのピ
ラーの形成の 2段階で行われた。
まず、共面電極の作製について述べる。デバイス作製のプロセスを図 3.6に示す。基板
表面上に付着した不純物を除去するために、アセトン及び超純水の順でソーダ石炭ガラス
基板を浸し、各溶液で 3分間超音波洗浄を行った。有機化合物汚染層の除去及び表面の接
着力の向上を目的として、UVオゾン表面処理を行った。
次に、蒸着装置を用いて約 60 mgのクロム粉末を蒸着した。なお、クロムはガラスと
の接着性が良く、比較的安価なため、電極材料として用いた。蒸着した基板をスピンコー
タ (1H-DX、ミカサ)に設置し、ポジ型フォトレジスト (OFPR5000LB, 東京応化工業)を
コーティングした。レジストで成膜された基板を 110 ℃に設定されたホットプレートの上
で 90秒間ベイクした。ベイク後、マスクアライナーにより基板上へパターンを転写した。
転写するマスクパターンを図 3.7に示す。図中の寸法は全てmm表記である。
レジストの除去には現像液 (NHD-3, 東京応化工業)を使用し、基板を約 12秒間現像液
に浸した。パターニング後のデバイスは混酸クロムエッチング溶液に、電極部分以外が溶
解するまで浸漬させた。最後に、電極上に残ったレジストを取り除くために、アセトン及
び超純水により各 3分間ずつ超音波洗浄を行った。
図 3.6: マスクパターン及び寸法
図 3.7: マスクパターン及び寸法
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次に、電極間へのピラーの形成について述べる。PBWを用いたピラーの作成プロセスを
図 3.8に示す。レジストにはネガ型圧膜感光性樹脂（SU-8, MicroChem）を使用した。ガラ
ス製の電極基板に SU-8をスピンコートし、PBW装置にて陽子線ビームの照射を行った。
照射条件は、ピーム電流 20 pA、照射量 120 nC/m及びビーム径 1.5 mとした。照射後、
露光後焼き締め (post exposure bake: PEB)を 65℃で 3分間行った。最後に SU-8専用の
現像液（SU-8 Developer, MicroChem）に撹拌浸漬し、イソプロパノール（2-propanol）
でリンスした。
本研究で使用したピラーの寸法を表 3.1に示す。ピラーの各寸法は、現行程で安定した
ピラー形成が得られる範囲とした。
表 3.1: ピラーの寸法
ピラー高さ 10, 20, 30 m
ピラーピッチ 24 m
ピラー径 3.0 m
図 3.8: PBWの工程
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3.2 大腸菌捕集の実験手順
3.2.1 菌懸濁液の調整
実験菌種として大腸菌 (Escherichia coli : E: coli)を用いた。大腸菌はヒトや動物の糞
便だけでなく、土壌、水、空気中など幅広く分布し、これらの環境における汚染指標菌と
されているためである。E: coliは細胞の核膜を持たない原核生物に分類される。E: coliの
大きさは長径 2.0 m×短径 0.5 mであり、嫌気性グラム陰性桿菌である。ATCC11775
の SEM像を図 3.9に示す。本研究では、E: coliの基準株として臨床細菌学で使用されて
いるE: coli ATCC11775を採用した。以下、E: coliとのみ記述する。
調整法として、E: coliを菌株から少量採取し、平板標準培地 (DAIGO, 日本製薬株式会
社)上に塗布した。E: coliを塗布した培地をインキュベータ内で 35℃、24時間の条件で
恒温し、増菌培養処理を行った。培養された E: coliをディスポスティックで採取し、滅
菌済み 0.15M D-mannitol(DM)溶液 1mlに懸濁した。培地等の不純物を取り除くために、
遠心分離機 (CN-2060, Hsiang Tai)を用いて菌懸濁液に遠心分離 (6000 rpm× 10min)を
施した。分離沈殿E: coliを残し、上澄み液を新たなDM溶液と入れ換え、再度遠心分離
を行った。
洗浄済みのE: coliを新たなDM溶液と混和して、菌懸濁原液を作成した。その菌懸濁
原液を分光光度計計 (PD-303S, APEL)を用いて、所望の菌濃度の 10倍となるようにDM
溶液で希釈した。なお、分光光度計の吸光度と菌液濃度の相関は事前に調査済みである (図
3.10参照)。
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図 3.9: ATCC11775の SEM像 [41]
3.2.2 蛍光染色
本研究では大腸菌に蛍光染色を施し、光学的計測を行った。光学的計測及び生死菌判別
のため、蛍光染色剤として細菌生死判定用LIVE/DEAD染色剤 (L13152, Invitrogen)を用
いた。本試薬は SYTO R9 nucleic acid stain (Molecular Probes )及び Propidium Iodide
(PI, C27H34I2N4)から構成された、2重核酸染色剤である。SYTO9は膜透過性を有してお
り、核を緑色に染色する。一方、PIは膜透過性を有しておらず、膜欠陥がある場合のみ核
を赤色に染める。上記の両試薬の特性により、生細胞を 2重核酸染色した場合は SYTO9
のみ細胞膜を透過し核を染色する。一方、細胞膜の損傷を伴う死細胞を 2重核酸染色した
場合、PIも核を染色する。しかしながら、両試薬で染色した場合、SYTO9由来の緑色発
光は褪色する。そのため、生死菌は緑色、死菌は赤色に発光する (図 3.11)。
菌濃度を調整した懸濁液をSYTO9及びPIと 960：20：20の比率で混合し、暗所で 15min
静置した。蛍光染色後の懸濁液を 10倍希釈した菌懸濁液を実験で使用した。
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図 3.10: 菌濃度-吸光度校正グラフ
図 3.11: 生死菌による染色の違い
3.3 金属ナノ粒子捕集の実験手順
3.3.1 懸濁液の調整
対象粒子として、粉末状銀ナノ粒子 (Sigma Aldrich社)、またコロイド状銀ナノワイヤ
(Sigma Aldrich社)を用いた。粉末状銀ナノ粒子の平均直径は 100 nmであった。コロイ
ド状銀ナノワイヤとして平均直径 60 nm、長さ 10 mのものを用いた。
懸濁液は銀ナノ粒子の場合、蒸留水 10 mlに 5.5 mgの濃度で懸濁した。銀ナノワイヤー
の場合、コロイド 20 lを 10mlの蒸留水に懸濁し試料とした。気中において粉末状粒子
はファンデルワールス力や静電気力などの影響により凝集し、蒸留水に懸濁しても分散は
起こらない。そのため、懸濁液中において直径数百 mの凝集体として存在する。ナノ粒
子応用に粉末状粒子を用いる場合、適切な粒子分散処理を行う必要がある。分散処理とし
て超音波処理を施した後にメンブレンフィルタに通した。処理の手順を図 3.12に示す。
超音波振動処理は、懸濁液を超音波振動器 (1510, BRANSON)に入れ、衝撃波による処
理を行った。処理時間は 20分（10分間を 2回）とした。
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図 3.12: 粉末状粒子分散の手順
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3.4 計測方法
3.4.1 計測手順
計測手順として、ナノ材料懸濁液をPDMS流路内へ送液あるいは、シリコンバー内に充
填させた後、正弦波電圧を印加した。ここで、印加電圧の振幅及び周波数はオシロスコー
プを接続し観測した。そして、DEPデバイスの直上に設置したCCDカメラ付き光学顕微
鏡を用いて、微粒子群の挙動を撮影した。
大腸菌を用いたDEP実験の場合、明視野では捕集状況を観察するのは困難であるため、
蛍光画像を取得する必要がある。そのため、電圧印加後、水銀ランプを光源として、各供
給量毎に励起光を照射し蛍光画像を取得した。その時の観測位置を図 3.13に示す。菌捕集
状況の観測には 50倍の対物レンズを用いており、観測画面の実寸は約 234 m(W) × 190
m(H)である。なお、懸濁液は画像右から左へ流れている。染色剤の褪色を抑えるため、
励起光の照射は計測時に約 10秒間のみとした。加えて、時間経過に伴う蛍光染色剤の褪
色を防ぐため、全工程は蛍光染色後 60分以内に行った。取得された蛍光画像から各種解
析を行った。計測方法の詳細は次節に述べる。
計測後、印加電圧を止める事で、デバイスに捕集された菌群を解放した。
図 3.13: 観測位置
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3.4.2 蛍光面積法
蛍光面積法とは、画像解析により、蛍光画像内の蛍光部が占有割合を算出し、水平方向
への菌捕集量を計測する手法である。
電圧印加後の菌捕集状況を蛍光顕微鏡及び CCDカメラを用いて蛍光画像を撮影した。
撮影した画像は画像統合ソフトウェア (NIS-Elements Basic Research 3.0, Nikon)におい
て、蛍光画像に対するRGB閾値を定めて、菌捕集領域の占有割合を求めた。なお、図 3.14
は実際に蛍光画像をRGB閾値を 20に設定し、蛍光領域を示したものである。ピラー型誘
電泳動デバイスでは、水平方向のみならず、垂直方向へも菌捕集が生じる。そのため、本
研究では、水平方向への菌捕集量を、概算した捕集菌数を用いずに占有割合を用いて評価
した。
本計測手法では、水平方向における広範囲な菌捕集分布を計測することができる。ただ
し、立体的な捕集状況を定量的に把握する事は難しい。
(a) 蛍光画像
(b) RGB閾値設定後の蛍光画像
図 3.14: 画像解析の模様
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3.4.3 蛍光輝度解析法
画像輝度解析法とは、画像内の輝度データをグラフ化し、垂直方向への菌捕集量及び捕集
菌の分布を計測する手法である。実験時に得られた蛍光画像から画像解析ソフト (ImageJ)
により、輝度値の分布を算出した。輝度値の大きさは垂直方向への菌捕集量と対応して
いる。すなわち本計測手法によりピラー周囲の菌の捕集分布の推察する事が可能である。
また輝度値はノイズを含みばらつきがあるため、画像中央付近である観測画面実寸は 234
(W)× 56 (H)（図 3.15(a)の黄色い領域）の平均値を計測した（図 3.15(b)参照）。
本計測手法では感度は低いが、垂直及び水平方向の菌捕集量を同時に計数可能である。
また、振動によるデバイスの移動などの外乱に強い。
(a) 輝度値の平均化範囲
(b) 画像から得られた輝度分布
図 3.15: 蛍光輝度解析
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第4章 ピラー型誘電泳動デバイスにおける菌
捕集特性
本章では、数値解析により各流量及びピラー高さの変化による誘電泳動速度及び流速を
計算した。この二つの速度より、各条件における誘電泳動有効領域も算出した。また、実
験でも各条件における大腸菌の捕集特性を精査し、第 3章で述べた各計測手法を用いる事
で、定量的かつ多角的に検証した。
4.1 ピラー型誘電泳動デバイスにおける電界及び流れ場の数値解析
最適捕集条件の調査のために、数値シミュレーションソフトウェア (COMSOL Multi-
physics 4.3)を用いて電界及び流体の数値計算を行った。また COMSOLから出力された
結果を用いて、誘電泳動力と粘性力との相関も検討した。
4.1.1 電界及び誘電泳動速度解析
ピラー型誘電泳動デバイスは三次元構造を有しており、ピラー周辺で複雑な電界が形成
されていると推察される。誘電泳動力による三次元的な菌捕集を検討する上で、三次元モ
デルによる電界計算が必須となる。そこで、COMSOLに用意されている三次元静電界モ
ジュールを用いて数値解析を行った。図 4.1に本シミュレーションで用いたモデルの概要
図を示す。また、各要素に与えたパラメータを表 4.1に示す。計算量削減のため、実際に
用いた流路サイズは異なり流路幅 3000 mを 1000 mに設定した。なお、二次元の電界
シミュレーション結果より、実寸法と本解析で用いた寸法で大きな差異は見られなかった。
境界条件としては図面手前側の電極に 30 V、奥側の電極を接地とし、それ以外は零電
荷及び電荷保存として計算した。
出力された電界強度の出力データを用いて、自作プログラムにより誘電泳動速度を算出
した。ピラー高さ 30 mにおける各高さ（z方向）での xy平面上の誘電泳動速度分布を
図 4.2に示す。縦軸は y軸、横軸は x軸を表す。誘電泳動速度分布の値を図右側のカラー
バーで示す。カラーバーの範囲は 100 pm/s - 100 m/sで一定とした。
各ピラー高さにおいて、ピラー周囲（4 m程度）の誘電泳動速度は 100 m/sであっ
た。電界計算の結果と同様、大きな差は見られない。しかしながら、垂直方向が増加する
程、誘電泳動速度が 100 m/s以上の範囲が 1 m程狭まくなった。誘電泳動力は電界の
二乗勾配に比例するため、電極から遠ざかることで誘電泳動速度が 100 m/s以上の範囲
に顕著な差が見られた。
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